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研究成果の概要（和文）：本研究の結果、再生可能エネルギーの普及に際して、地方自治体の役割としては、事
業体の経営安定化と電源調達、地方自治体自身の関心強化、問題意識や行政組織内部やステークホルダー間の情
報共有等が必要である。
また、地域新電力を中心に分析した結果、政府の補助事業がなければ実質的に運営が難しいことや、人手不足で
ある市町村を支援する体制整備も重要である。さらに、自治体の専門職員が行っているケースが少なく、コンサ
ルや出資先の企業への依存傾向がある。現時点では再エネの産業化やイノベーション波及には程遠く、持続可能
な地域エネルギーガバナンス実現には課題、目標共有と自走できる事業経営の安定が求められる。

研究成果の概要（英文）：We found that in the promotion of renewable energy, the roles of local 
governments include stabilizing business operations and securing power sources, enhancing their own 
interest, raising awareness of issues, and sharing information within the administrative 
organization and among stakeholders. 
Furthermore, the analysis focused on Community Energy Business Entities revealed that, without 
government subsidies, it is practically hard to operate, and it is also important to establish 
systems to support municipalities that are experiencing a shortage of manpower. Additionally, there 
are few cases where municipal specialists are highly involved, and there is a tendency to rely on 
consultants and investee companies.This research reveals that the industrialization and innovation 
of renewable energy are far from being realized at this time. To achieve sustainable regional energy
 governance, stable business operations that can share challenges and goals and operate autonomously
 are necessary.

研究分野：環境経済学

キーワード： 再生可能エネルギー　事業経営　地域新電力　地域エネルギーガバナンス　ステークホルダー
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では、九州地方を中心に聞き取り調査を重ねてきた。その結果、地方自治体の自律的な再生可能エネル
ギー事業運営の難しさが明らかになった。また、各地域の地域新電力の安定的な経営に向けては財源・人員とも
十分内製化されておらず、自律的な電源調達も弱い側面があった。
 他方、地域新電力が再生可能エネルギー事業経営を通して、脱炭素、災害や高齢者見守りなど、地域課題解決
の新たな主体になり、その実態を把握したことは地域エネルギーガバナンス研究にとって学術的・社会的意義が
ある。本研究の限界は、調査が主に一部の県にとどまり、２つの県が未調査になった。この点に関しては、引き
続き調査を行い動向把握する必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究を構想する契機は、東日本大震災に加え、固定価格買取制度導入（2012年）、電力小売
完全自由化（2016年）といったエネルギーを取り巻く環境の変化である。本研究では、九州地
方における地域資源としての再生可能エネルギーの活用可能性について、再生可能エネルギー
の活用可能性について、事業運営のガバナンス分析と定量分析を交えて研究することにより、地
域エネルギーガバナンスのあり方を検討するものである。このような分析を行うことにより、地
方自治体が多様な主体と連携を図りながら、主体性をもって地域の課題解決や地域メリットの
創出を視野にエネルギー政策に取り組んでいくことが求められるからである。 
 
 
 
２．研究の目的 
本研究は、九州地方における、地域資源としての再生可能エネルギーの活用可能性について、
再生可能エネルギーの活用可能性について、地域エネルギーガバナンスのあり方を検討するも
のである。 
 第 1に、九州地方の再生可能エネルギーのポテンシャル（潜在可能性）に関する実情把握、第
2に、再生可能エネルギー普及拡大に伴う事業運営体制や運営方法、事業運営に際しての経営分
析に関する調査の実施による事業運営の分類及び実態把握、第 3 に、九州地方における新電力
事業者の普及状況の実態調査、第 4に、地域エネルギーガバナンスにおける類型化、再生可能エ
ネルギーを産業として育成し、振興するとともに、地域イノベーションにつなげるための条件整
理を行うことである。 
 
 
 
 
３．研究の方法 
文献調査及び現地視察及びヒアリング調査に基づいて、実態の把握を試みた。なお、新型コロ
ナ感染症の影響により、対面調査の制限があったことから、オンライン調査も交えて聞き取り調
査を行った。 
 
 
 
４．研究成果 
 研究目的の 1 に関しては、長崎県全体の再生可能エネルギーの現状と課題について整理した
他、現地視察を行った。調査の過程の中で、地域の再生可能エネルギーは、脱炭素化の担い手と
しての期待がある一方、再エネ開発に際しては、地域外の大企業や事業者による依存の状況が明
らかになってきた。 
 研究目的 2 及び 3 を達成するには、地方自治体や事業者単独のみの調査では十分でなく、近
年、エネルギー分野で、ドイツにおける「シュタットベルケ」モデルを参考に、国内でも「エネ
ルギーの地産地消」と「地域経済循環」を目指す地域新電力（自治体新電力）設立の動きが各地
で出てきた。そこで、本研究の趣旨と照らし、研究目的の 2及び 3を達成するため、九州地方に
おける「地域新電力」（地域新電力の中でも自治体が出資している事業形態については「自治体
新電力」に焦点を当てて、再生可能エネルギー普及拡大に伴う事業運営体制や運営方法、新電力
事業の実態に関する調査に注力した。 
本研究の結果、再生可能エネルギーの普及に際して、地方自治体の役割としては、事業体の経
営安定化と電源調達、地方自治体自身の関心強化、問題意識や行政組織内部やステークホルダー
間の情報共有等が必要である。 
また、地域新電力を中心に分析した結果、政府の補助事業がなければ実質的に運営が難しいこ
とや、人手不足である市町村を支援する体制整備も重要である。さらに、自治体の専門職員が行
っているケースが少なく、コンサルや出資先の企業への依存傾向がある。そのことから、事業者
に対する行政・住民のチェック機能強化や、自治体主導で地域新電力を運営している場合、行政
の説明責任が問われる。そのような状況を鑑みると、現時点では再エネの産業化やイノベーショ
ン波及には程遠く、持続可能な地域エネルギーガバナンス実現には課題、目標共有と自走できる
事業経営の安定が求められる。 
本研究では、九州地方を中心に聞き取り調査を重ねてきた。その結果、地方自治体の自律的な
再生可能エネルギー事業運営の難しさが明らかになった。また、地域新電力は、エネルギーの地
産地消や地域循環経済などを設立目的にしているものの各地域の地域新電力の安定的な経営に
向けては財源・人員とも十分内製化されておらず、自律的な電源調達に関しても、日本卸電力取
引所（JEPX）からの電源調達に依存していた上、ヒアリングでは、電力価格高騰に苦しむ新電力



もあったことから、そこに依存しない経営のあり方や出資自治体の判断も重要である。 
他方、地域新電力が再生可能エネルギー事業経営を通して、脱炭素、災害や高齢者見守りなど、
地域課題解決の新たな主体になり、その実態を把握したことは地域エネルギーガバナンス研究
にとって学術的・社会的意義がある。 
本研究の限界は、調査範囲が主に長崎県、福岡県、佐賀県、熊本県、鹿児島県といった一部の
県にとどまり、大分県及び宮崎県の 2つの県が未調査になった。この点に関しては、引き続き調
査を行い、九州全体の動向について把握する必要がある。また、定量分析については地域エネル
ギーガバナンス分析が中心となり、十分な成果に至らなかったことから、引き続き、調査・研究
を進めていく。 
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